
カ
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ボ
ン
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
と
は

　

カ
ー
ボ
ン
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
と
は
、

ボ
イ
ラ
ー
の
更
新
や
太
陽
光
発
電
設

備
の
設
置
、
森
林
管
理
等
の
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
を
対
象
に
、
そ
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
が
実
施
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
の

排
出
量
お
よ
び
炭
素
吸
収
・
炭
素
除

去
量
の
見
通
し
と
実
際
の
排
出
量
等

の
差
分
に
つ
い
て
、Ｍ
Ｒ
Ｖ
（
測
定
・

報
告
・
検
証
）
を
経
て
、
国
や
企
業

等
の
間
で
取
引
で
き
る
よ
う
認
証
機

関
で
認
証
し
た
も
の
を
指
し
ま
す
。

　

日
本
で
は
、
２
０
１
３
年
に
国
が

主
導
し
て
民
間
企
業
で
も
取
引
可
能

な
制
度
と
し
て
「
Ｊ
︱
ク
レ
ジ
ッ
ト

制
度
」
が
始
ま
り
ま
し
た
（
図
１
）。

Ｊ
―
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
と
は

　
Ｊ
︱
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
は
、
省
エ

ネ
設
備
の
導
入
や
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
利
用
に
よ
る
Ｃ
Ｏ
２
等
の
排

出
削
減
量
や
、
適
切
な
森
林
管
理
に

よ
る
Ｃ
Ｏ
２
等
の
吸
収
量
を
「
ク
レ

ジ
ッ
ト
」
と
し
て
国
が
認
証
す
る
制

度
で
す
。
こ＊
１

れ
ま
で
の
ク
レ
ジ
ッ
ト

認
証
回
数
は
延
べ
１
０
１
２
回
、
ク

レ
ジ
ッ
ト
認
証
量
は
８
１
８
万
ｔ
―

Ｃ
Ｏ
２
と
な
っ
て
お
り
、
１＊
２

世
帯
あ

た
り
の
年
間
排
出
量
で
は
約
２
９
５

万
世
帯
相
当
分
の
取
引
で
す
。

　

取
引
の
創
出
者
は
Ｃ
Ｏ
２
等
排
出

削
減
や
吸
収
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
行
う

中
小
企
業
や
農
業
者
、
森
林
所
有
者

や
地
方
自
治
体
等
で
あ
り
、
省
エ
ネ

対
策
や
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
創
出

等
に
よ
る
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
売
却
益
を

得
ら
れ
る
ほ
か
、
地
球
温
暖
化
対
策

　2020年10月、政府は2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュートラルを
目指すことを宣言しました。温室効果ガスの「排出量」から植物等による「吸収量」を差し引いてゼロにす
るカーボンニュートラルは企業でも取り組みが始まっています。
　このカーボンニュートラル実現に向けての１つの手段であるカーボン・クレジットとは何か、民間企業でも
取引可能なＪ－クレジット制度についてご紹介します。

＊1：2023年１月13日時点の取引量
＊2：環境省「令和3年度家庭部門のCO2排出実態統計調査」の速報値2.77t-CO2に基づき算出

カーボン・クレジットとは？
カーボンニュートラルの実現に向けて

出所：Ｊ－クレジット制度ホームページ（用語解説は表1参照）

表 １　用語解説（本文中に赤字で表記）
t－CO２ 温室効果ガスの排出量を二酸化炭素1tあたりに換算した単位。

カーボン・
オフセット

自らの温室効果ガスの排出量を認識し、主体的にこれを削減する努力を行うと
ともに、削減が困難な部分の排出量について、クレジットを購入することにより、
その排出量の全部又は一部を埋め合わせること。

CDP 投資家向けに企業の環境情報の提供を行うことを目的とした国際的NGO。

SBT パリ協定が求める水準と整合した、5年～15年先を目標として企業が設定
する、温室効果ガス排出削減目標のこと。

RE100 事業活動で使用する電力を、全て再生可能エネルギー由来の電力で賄うこと
をコミットした企業が参加する国際的イニシアチブ。

温対法・
省エネ法

温対法は地球温暖化対策の推進に関する法律の略称。省エネ法はエネ
ルギーの使用の合理化等に関する法律の略称。ともに温室効果ガスを相当
程度多く排出する者に自らの温室効果ガスの排出量を算定し、国に報告する
ことが義務付けられている。

SHIFT
事業

「脱炭素化促進計画策定支援事業」及び「設備更新補助事業」に対して
補助金を交付する事業。

ASSET
事業

先進的な設備導入と運用改善を促進するとともに、市場メカニズムを活用
することでCO２排出量大幅削減を効率的に図る制度。なお、新規募集に
ついては令和2年度に終了している。

図 1　Ｊ－クレジット制度の概要



へ
の
取
り
組
み
に
対
す
る
Ｐ
Ｒ
効
果

や
Ｊ
︱
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
関
係
企
業

や
自
治
体
と
の
新
た
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築
、
組
織
内
の
意
識
改
革
や

社
内
教
育
に
つ
な
が
る
こ
と
等
が
見

込
ま
れ
ま
す
。

　

一
方
、
購
入
者
は
カ
ー
ボ
ン
・
オ

フ
セ
ッ
ト
等
を
検
討
す
る
企
業
や
地

方
自
治
体
等
で
あ
り
、
ク
レ
ジ
ッ
ト

の
活
用
方
法
は
次
の
５
つ
で
す
。

①
Ｃ
Ｄ
Ｐ
質
問
書
・
Ｓ
Ｂ
Ｔ
で
の
報

告
、
Ｒ
Ｅ
１
０
０
の
目
標
達
成
の
た

め
の
再
エ
ネ
調
達
量
と
し
て
活
用
。

②
温
対
法
に
お
け
る
排
出
量
調
整
や

省
エ
ネ
法
の
共
同
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
事

業
の
報
告
に
利
用
。

③
カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト
に
活
用
。

④
Ｓ
Ｈ
Ｉ
Ｆ
Ｔ
事
業
・
Ａ
Ｓ
Ｓ
Ｅ
Ｔ

事
業
の
削
減
目
標
達
成
に
利

用
。

⑤
経
団
連
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
行
動
計
画
の
目
標
達

成
に
活
用
。

　

ま
た
、
購
入
者
は
環
境
へ

の
貢
献
を
Ｐ
Ｒ
す
る
こ
と
や
、

企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
活
動
、製
品
・

サ
ー
ビ
ス
の
差
別
化
・
ブ
ラ

ン
デ
ィ
ン
グ
に
利
用
す
る
こ

と
等
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

創
出
者
が
Ｊ
︱
ク
レ
ジ
ッ

ト
制
度
に
参
加
す
る
に
は
、

図
２
の
よ
う
な
５
つ
の
手
順
が
必
要

と
な
り
ま
す
。

①
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
や
吸
収

事
業
を
実
施
ま
た
は
計
画
し
て
い
る
。

②
実
施
・
計
画
し
て
い
る
内
容
が
制

度
に
適
合
す
る
か
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

登
録
時
と
ク
レ
ジ
ッ
ト
認
証
時
の
報

告
書
作
成
・
費
用
の
支
援
内
容
や
条

件
を
事
務
局
に
確
認
し
ま
す
。
な
お
、

支
援
内
容
や
条
件
は
年
度
ご
と
に
見

直
し
が
あ
り
ま
す
。

③
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
書
を
作
成
・

登
録
申
請
を
行
い
、
承
認
後
登
録
が

完
了
し
ま
す
。

④
計
画
書
に
基
づ
き
燃
料
使
用
量
等

の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
い
ま
す
。

⑤
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告
書
を
作
成
。

ク
レ
ジ
ッ
ト
の
認
証
を
申
請
し
、
承

認
後
ク
レ
ジ
ッ
ト
が
発
行
可
能
と
な

り
ま
す
。

　

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
書
の
作
成
・

登
録
申
請
か
ら
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
認
証
・

発
行
ま
で
の
期
間
は
約
２
年
で
す
。

取
引
の
状
況
と
市
場
の
形
成

　

創
出
者
は
発
行
さ
れ
た
ク
レ
ジ
ッ

ト
を
仲
介
事
業
者
を
通
じ
た
相
対
取

引
、
Ｊ
︱
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
事
務
局

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
掲
載
す
る
こ

と
に
よ
る
相
対
取
引
と
入
札
取
引
の

３
つ
の
方
法
に
よ
っ
て
売
却
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

購
入
者
は
そ
れ
ら
の
相
対
取
引
や

入
札
取
引
へ
の
応
札
に
よ
っ
て
購
入

し
ま
す
。
２
種
類
の
相
対
取
引
の
取

引
価
格
は
非
公
開
で
す
が
、
入
札
取

引
の
取
引
価
格
は
図
３
の
よ
う
に
な

っ
て
い
ま
す
。
入
札
取
引
は
２
０
１

６
年
か
ら
年
１
〜
２
回
程
度
行
わ
れ

て
お
り
、
現
在
は
再
エ
ネ
由
来
と
省

エ
ネ
由
来
の
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
２
種
類

に
分
け
て
販
売
さ
れ
て
い
ま
す
。
近

年
、
再
エ
ネ
由
来
の
も
の
は
価
格
が

上
昇
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

＊　
　
　

＊　
　
　

＊

　

今
後
、
取
引
の
流
動
性
を
高
め
、

多
様
な
カ
ー
ボ
ン
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
の

価
格
が
公
示
さ
れ
る
取
引
市
場
の
構

築
が
必
要
で
す
。
経
済
産
業
省
は
東

京
証
券
取
引
所
に
委
託
し
て
昨
年
９

月
か
ら
今
年
１
月
ま
で
カ
ー
ボ
ン
・

ク
レ
ジ
ッ
ト
市
場
の
実
証
事
業
を
行

い
ま
し
た
が
、
参
加
は
１
８
３
の
企

業
や
自
治
体
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
は
、
昨
年
発
表
さ
れ
た
「
Ｇ

Ｘ
（
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ

ー
シ
ョ
ン
）
リ
ー
グ
基
本
構
想
」
に

賛
同
す
る
６
０
０
社
超
を
は
じ
め
、

Ｇ
Ｘ
に
挑
戦
し
持
続
的
な
成
長
実
現

を
目
指
す
さ
ま
ざ
ま
な
業
種
の
企
業

が
参
加
す
る
「
Ｇ
Ｘ
リ
ー
グ
」
に
お

い
て
、
新
た
な
市
場
創
出
の
試
行
が

行
わ
れ
、
２
０
２
６
年
度
頃
を
目
途

に
本
格
稼
働
し
て
い
く
予
定
で
す
。

（
㈱
京
都
総
合
経
済
研
究
所

チ
ー
フ
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト　

佐
々
部
昭
一

研
究
員　

藤
木
雄
介
）

図 3　Ｊ－クレジット入札取引の価格推移

出所：Ｊ－クレジット制度ホームページより当社にて作成

図 2　Ｊ－クレジット制度への参加手順

出所：Ｊ－クレジット制度ホームページより当社にて作成


